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第一部【企業情報】 

  

第１【企業の概況】 

  

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の経営指標等 

 （注）１．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記載しており

ません。 

回次   第59期 第60期 第61期 第62期 第63期 

決算年月   平成13年10月 平成14年10月 平成15年10月 平成16年10月 平成17年10月

売上高 （千円） 2,766,961 3,679,100 5,011,914 6,083,710 6,482,640

経常利益 （千円） 126,353 326,606 773,834 1,238,509 1,363,130

当期純利益 （千円） 116,319 182,959 398,597 619,323 779,141

持分法を適用した場合の投
資利益 

（千円） － － － － －

資本金 （千円） 200,000 200,000 200,000 880,000 880,000

発行済株式総数 （千株） 4,000 4,000 4,000 5,000 5,000

純資産額 （千円） 181,649 364,340 738,848 3,029,240 3,629,884

総資産額 （千円） 1,605,947 2,218,406 3,989,587 5,578,484 5,984,476

１株当たり純資産額 （円） 45.41 91.08 182.21 602.84 722.00

１株当たり配当額 
（うち１株当たり中間配当
額） 

（円） 
－ 
（－）

5.00
（－）

10.00
（－）

20.00 
（－）

30.00
（15.00）

１株当たり当期純利益 （円） 14.89 45.73 97.14 147.75 151.83

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額 

（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 11.3 16.4 18.5 54.3 60.7

自己資本利益率 （％） － 67.0 72.3 32.9 23.4

株価収益率 （倍） － － － 10.05 16.53

配当性向 （％） － 10.9 10.3 13.5 19.8

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

（千円） － 643,588 496,878 1,098,462 1,196,511

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

（千円） － △136,792 △744,904 △705,070 △1,941,744

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

（千円） － △222,961 660,466 530,993 △174,889

現金及び現金同等物の期末
残高 

（千円） － 316,383 728,824 1,653,210 733,087

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

（人） 
89 

（101）
94

（117）
99

（135）
107 
（159）

111
（149）



２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。 

４．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

５．第59期から第61期までの株価収益率については、当社株式は非上場であり、かつ店頭登録もしておりませんでしたので

記載しておりません。 

６．従業員数は就業人員数を記載しております。なお、従業員数欄の（外書）は臨時従業員の年間平均雇用人員でありま

す。 

７．平成16年９月26日付で、1,000千株の公募増資を行い、資本金は880百万円となりました。この結果、発行済株式総数は

5,000千株となっております。 

８．第60期以降の財務諸表については、証券取引法第193条の２の規定に基づき監査法人トーマツの監査を受けております

が、第59期については、監査法人の監査を受けておりません。 

９．第58期の純資産額がマイナスのため、第59期の自己資本利益率は記載しておりません。 

10．第61期より、１株当たり当期純利益金額及び１株当たり純資産額の算定に当たっては、「１株当たり当期純利益に関す

る会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第４号）を適用しております。 

  

  



２【沿革】 

  

年月 事項

昭和22年１月 菓子の製造・販売を目的として、兵庫県姫路市福沢町115番地に三星食品有限会社設立。 

昭和26年１月 株式会社に組織変更し、三星食品株式会社となる。（資本金60万円） 

昭和26年６月 他社ブランドで販売される菓子の受注生産を開始。 

昭和52年12月 他社ブランドの菓子の受注生産を解消し、自社ブランドの菓子の製造・販売を開始。 

昭和56年２月 「還元麦芽糖水飴」を原料とした、シュガーレス・キャンディ『テイカロ』をシリーズ化し、

販売開始。 

平成３年９月 兵庫県相生市に相生工場を建設。 

平成４年９月 兵庫県揖保郡太子町に物流センターを設置。 

平成５年12月 大阪市に関西支店を移設し、名称を大阪営業所に変更。 

平成８年６月 東京都台東区に関東支店を移設し、名称を東京営業所に変更。 

平成11年８月 兵庫県たつの市に物流センターを移転設置。 

平成13年４月 ＪＱＡ（日本品質保証機構）よりＩＳＯ９００２認証取得。 

平成15年６月 兵庫県相生市に相生第二工場を新設。 

平成15年８月 ＪＱＡ（日本品質保証機構）よりＩＳＯ９００１(2000)認証取得。 

平成16年９月 株式会社大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケット－「ヘラクレス」に株式を上場。 



３【事業の内容】 

 当社は、糖アルコール（マルチトールやキシリトール等）を主原料とするキャンディを製造・販売することを主な事業内容と

しております。また、一部他社のＯＥＭ製品（相手先商標による製品）を受注し、製造・販売しております。 

  

［事業系統図］ 

 当社の事業系統図を示すと次のとおりであります。 

 

  

  



４【関係会社の状況】 

 （注）有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。 

  

  

名称 住所
資本金 
（百万円）

主要な事業の内容
議決権の
被所有割
合（％） 

関係内容 

（その他の関係会社） 
太陽殖産株式会社 

岡山県岡山市 24 不動産等資産管理 28.0

出資関係以外に役員兼
任、資金援助、営業上の
取引、設備の貸与等の関
係は、一切ありません。 



５【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー及び期間社員）は、年間の平均人員を（ ）外数で記載

しております。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３．使用人兼務取締役は含んでおりません。 

  

(2）労働組合の状況 

 労働組合は、当社では結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

  

    平成17年10月31日現在

従業員数（人） 平均年齢 平均勤続年数 平均年間給与（円） 

111（149） 35歳９ヵ月 ８年２ヵ月 5,797,023 



第２【事業の状況】 

  

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当事業年度のわが国経済は、景気踊り場を脱却し、設備投資をけん引役に景気は回復局面を迎えましたが、個人消費はいま

だ回復局面には至っておりません。 

このような状況の中、当社は「キシリクリスタル・ミントのど飴」を販売の主力とし、４月には「キシリクリスタル・ミン

トのど飴」のスティックタイプを新発売、８月にはキシリ２層キャンディを発売する等、「キシリクリスタルシリーズ」を多

面的に展開いたしました。また、秋口にはテレビコマーシャルを放映する等の方策も含めて、売上高増加を図りました。 

一方、生産増強のため相生第二工場の増設に着手し、８月には建物が完成いたしました。平成18年３月に向け機械設備等を

設置し、稼動の計画であります。 

当事業年度はこうした活動の結果、売上高は前期比6.6％増の6,482百万円となり、経常利益は前期比10.1％増の1,363百万

円、当期純利益は前期比25.8％増の779百万円となりました。 

  

(2）キャッシュ・フロー 

当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前事業年度末に比べ920百万円減少し、733百万円と

なりました。これは主に営業活動で得られた資金1,196百万円に対し、投資活動で1,941百万円の支出、財務活動において174百

万円支出した結果であります。 

当事業年度中における各キャッシュ・フローの状況は、次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は1,196百万円（1,098百万円から1,196百万円へ98百万円増）となりました。これは主に税引前

当期純利益の増加（1,174百万円から1,335百万円へ160百万円増）、売上債権の減少58百万円（前事業年度は売上債権の増加

313百万円）、未払金の増加（増加額が125百万円から234百万円へ109百万円増）があったものの、法人税等の支払増加（565百

万円から738百万円へ173百万円増）で相殺されたことによるものであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は、1,941百万円（705百万円から1,941百万円へ1,236百万円増）となりました。 

これは主に有形固定資産の取得による支出の増加（698百万円から1,409百万円へ711百万円増）、投資有価証券の取得による

支出の増加（499百万円増）によるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動による資金は174百万円の支出（前期の収入530百万円から705百万円減）となりました。 

これは主に長期借入金の返済による支出の減少（1,119百万円減）、株式の発行による収入の減少（1,699百万円減）、配当

金の支出の増加（40百万円から174百万円へ134百万円増）によるものであります。 

  



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当事業年度における生産実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は生産金額によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2）受注状況 

 当社製品は、主に需要予測による見込生産のため該当事項はありません。なお、ＯＥＭ製品は、受注生産を行っております

が、製品の受注から生産・納品に至る期間が短く、受注残高が少ないため記載を省略しております。 

  

(3）販売実績 

 当事業年度における販売実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

２．最近２事業年度における主要な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりでありま

す。 

  

品目別 
第63期

（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

前年同期比（％） 

自社製品（千円） 2,988,297 108.6 

ＯＥＭ製品（千円） 263,110 77.8 

合計（千円） 3,251,408 105.3 

品目別 
第63期

（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

前年同期比（％） 

自社製品（千円） 6,191,802 108.6 

ＯＥＭ製品（千円） 290,837 76.5 

合計（千円） 6,482,640 106.6 

  相手先 
第62期 第63期 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

  株式会社 高山 1,038,585 17.1 972,741 15.0 

  株式会社 山星屋 786,701 12.9 789,196 12.2 

  株式会社 サンエス 847,886 13.9 769,016 11.9 



３【対処すべき課題】 

当社の課題は、ブランド、固有ノウハウ、独自技術等の『無形資産』を創造、発揮して製品、価格、サービスをいかに差別化

するかにあり、３つのテーマに分けて継続的に取り組んでおります。 

(1）ブランド力の育成、強化 

当社は、約20年前から難消化性糖アルコールの一つであるマルチトールを使用したハードタイプのシュガーレス・キャン

ディに製品を特化させて開発、発売いたしておりましたが、４年前からこれに独自の技術力（多層化技術、結晶化コント

ロール技術）等をさらに加え製品化いたしました。 

「シュガーレス・キャンディのトップ・メーカーになる」という長期ビジョンの達成のためには、ブランド力の強化が不

可欠であり、「テイカロ」を研究開発、製造、販売、宣伝を統括する事業ブランドとして、また、ヒット製品「キシリクリ

スタル・ミントのど飴」を中心とする「キシリクリスタル」を製品ブランドとして展開し、これを強化するべくブランディ

ングを推進いたしております。 

(2）生産力強化とコストダウン推進 

差別化製品を開発し、これを安定的に製造し、その上で品質・価格競争力を強化するためには、機械設備能力を含め、生

産技術力を伸長させると共にコストダウンを推進していくことが肝要であります。 

このため、当期は、相生第二工場に大型新ラインを増設し、平成18年３月から稼動の計画であります。 

(3）能力開発、人材確保及び職場活性化 

有能な人材を確保し、潜在能力を顕在化させるため、当期は、海外研修等も含め固有能力の開発に努め、職場を活性化す

べく取り組んでまいりました。 

  

４【事業等のリスク】 

以下において、当社の事業の状況及び経理の状況等に関する事項のうち、リスク要因となる可能性があると考えられる主な事

項及びその他投資者の判断に重要な影響を及ぼすと考えられる事項を記載しております。当社は、これらのリスク発生の可能性

を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める方針でありますが、当社発行の有価証券に関する投資判断は、本

項及び本書中の本項以外の記載内容も併せて、慎重に検討した上で行われる必要があると考えております。 

なお、以下の記載のうち将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において当社が判断したものであり、不確実性を内

在しているため、実際の結果と異なる可能性があります。 

  

(1）競合について 

当社は、昭和56年以来『テイカロ』ブランドで、還元麦芽糖水飴等の糖アルコールを原料とした低カロリーのシュガーレ

ス・キャンディの製造、販売を主たる事業として展開いたしておりますが、特に当社の主力製品である「キシリクリスタ

ル」シリーズに対し、キシリトールを原料としたシュガーレスキャンディに総合菓子メーカーやキャンディ・メーカーの参

入があり、当社の製品と競合するに至っております。 

当社は、かかる競合に対し、『テイカロ』をシュガーレス・キャンディを統括する事業ブランドと位置づけ、研究、開

発、製造、販売等に注入した当社独自の技術力、ノウハウを通じ差別化路線を基本方針に競争力強化に取り組んでおります

が、他社の製品との競合が予測を超えて激化した場合には、業績に影響を受ける可能性があります。 

  

(2）原材料価格の上昇について 

当社のシュガーレス・キャンディは、マルチトール及びキシリトール等を主要原料としております。また、外装・個包装

等の資材も使用しており、これらの原材料の購入価格は、近年、安定的に推移しておりますが、当社の想定以上に購入価格

が上昇し、販売価格に転嫁できない場合には、当社の業績は影響を受ける可能性があります。 

  



(3）特定製品への依存について 

当社の主力製品は、『キシリクリスタル・ミントのど飴』であり、平成13年９月発売以来、売上高は拡大傾向にあり、当

社の売上高全体に占める割合は、平成16年10月期63.7％、平成17年10月期76.2％と推移しております。 

現在、当該製品は、大手コンビニエンス・ストア及び大手スーパー・マーケット等で販売されておりますが、同業他社か

ら発売されたシュガーレス・キャンディの中には、味覚、配合成分等の点から当該製品と類似する製品も出ております。 

当社といたしましては、味覚、容器等、従来製品と異なるアイテムを「キシリクリスタル」シリーズとして順次、発売し

ていくことにより、「キシリクリスタル」シリーズ全体で売上高の拡大を図っていく方針であります。 

ただし、キャンディは嗜好性の高い製品であるため、新規製品が必ずしも消費者に受け入れられる保証はありません。さ

らに、既存製品についても、類似製品との競合、消費者の嗜好の変化等が生じた場合には、当社の業績は影響を受ける可能

性があります。 

  

(4）債権保全について 

当社の販売先は、菓子問屋及び食品、健食、薬系問屋で、当社製品は、これらの問屋を通じ小売店へ配荷されております

が、昨今の小売店の再編、これらの影響による問屋の廃業等々、流通の流動化が進み、これに伴う債権保全が重要事項と

なっております。 

当社では、日頃から与信管理の徹底に努め、債権保全に万全を期して取り組んでおりますが、大口債権の回収に支障が生

じた場合には、当社の業績への影響が懸念されます。 

  

(5）小売業者に対する販売促進策について 

当社は、全国の菓子問屋等を通じて小売業者に製品を販売しておりますが、大手コンビニエンス・ストア及び大手スー

パー・マーケットに対する新製品提案等の販売促進活動については、当社が直接販売促進活動を行っております。 

  

①コンビニエンス・ストアに対する販売促進活動について 

コンビニエンス・ストアは、スーパー・マーケット等他の小売業態と比較して売場面積に制約があることより、頻繁に製

品の入れ換えが行われております。販売動向によっては、短期間で店頭から撤去される等、一部の定番製品を除いて、総じ

て製品寿命は短期化する傾向にあります。 

当社といたしましては、月単位で提案活動を実施しておりますが、提案活動の不調等の理由により新製品が採用されない

場合には、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

②スーパー・マーケットに対する販売促進活動について 

スーパー・マーケットは、通常、春夏製品、秋冬製品の年間２回に分けて新製品を導入しているため、当社も季節毎に、

新製品の提案等の販売促進活動を行っておりますが、大手コンビニエンス・ストア同様、提案活動の不調等の理由により新

製品が採用されない場合や、既存製品が販売不振となった場合には当社業績に影響を及ぼすこととなります。 

  

(6）生産拠点の災害による影響 

当社の生産拠点は、兵庫県相生市に集中しているため、当該地区において地震、水害、火災等の災害が発生した場合に

は、生産活動に支障が生じることとなります。仮に生産活動が停止した場合であっても、当社は、兵庫県たつの市に物流セ

ンターを有しているため、一定期間出荷することが可能でありますが、生産活動の停止期間が長期に及んだ場合には、当社

の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(7）生産について 

当社は、見込生産を行っているため、見込（販売量）が大きく相違すると製品が過剰在庫となり、また、販売量に対し製

品供給不足となります。このため、精度の高い販売計画及び生産増強設備の着手等によりビジネスチャンスを逃さないよう

対応いたしておりますが、予想以上の過不足となった場合、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 



(8)設備投資計画について 

当社は、平成20年を目標とした会社の長期ビジョンに基づき、キャンディ事業拡大のため『キシリクリスタル』シリーズ

の拡充、「糖衣製品」の展開、「医薬部外品」（主としてキャンディ）の生産等のため、相生第二工場（キシリ専用工場）

を拡充すると共に新工場（第三工場）を建設する予定であります。 

ただし、これらの設備の稼動に伴い、減価償却費等の固定費負担が増加するため、売上高が計画通りに拡大しない場合に

は、当社の業績に影響を与えることになります。 

  

(9）法的規制について 

当社が属する食品業界における主な法的規制としては、「食品衛生法」、「農林物資の規格化及び品質表示の適正化に関

する法律（ＪＡＳ法）」等があります。また、生産活動が環境に及ぼす影響を防止する観点から、「水質汚濁防止法」、

「大気汚染防止法」、等の規制を受けております。当社は、これらの法規制等に基づき業務を行っておりますが、これらか

ら逸脱するような事態に至った場合には、行政指導等、当社の事業が影響を受ける可能性があります。 

キャンディは、加熱処理するため、比較的安全性が高い製品ではあると考えておりますが、近年、消費者の食品の安全性

に対する関心が高まっていることにより、当社固有の衛生問題のみならず、仕入先における無認可添加物の使用等による食

品製造工程に対する不信、同業他社の衛生管理問題等、各種の衛生上の問題が発生した場合には、当社の業績に影響を及ぼ

す可能性があります。 

また、これらの法的規制が強化された場合には、設備投資等、新たな費用が発生することにより、当社の業績は影響を受

ける可能性があります。 

なお、過去において、以下の事象が発生しており、再発を防止するため、全社の“安全、安心”体制を統括し、推進する

ため、本社に「品質保証管理部」を設置すると共に相生工場に「品質検査課」を設置し、コンプライアンス体制の強化に取

り組んでおります。 

  

・アレルギー表示義務違反について 

当社の「キシリのミントのど飴」には、食品衛生法施行規則及び乳及び乳製品の成分規格等に関する省令により、アレル

ギー物質として表示が義務づけられている「乳由来」が香料の中に含まれておりますが、平成15年３月に、当該商品の包装

に「乳由来」の表示が欠落していることが、判明いたしました。そのため、新聞広告による回収のお願い及び問屋あてに案

内を行い、自主回収を行いました。 

  

  



５【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

  

６【研究開発活動】 

当社の主力製品はハードタイプのキャンディであり、材料に砂糖ではなく還元麦芽糖水飴を使用し、シュガーレスに特化した

特長的な製品構成となっております。 

当社では、研究開発活動を重要な活動と位置付けており、常時１割強の正社員を研究開発部門に配置しております。 

この研究開発部門は、「ブランド力の強化」と「生産力強化・コストダウン推進」及び「差別化製品の開発」をテーマにシュ

ガーレス・キャンディの品質向上を図り、キャンディ事業の拡大を図っております。キャンディ事業を中心とする研究開発活動

は次のとおりであります。 

なお、当事業年度における研究開発費の総額は260百万円となっております。 

①キャンディ事業開発分野 

キシリクリスタル製法を応用し、上下を還元麦芽糖水飴で３層にした「キシリクリスタルシリーズ」について、当事業年

度は、味、容器等従来異なるアイテムの研究に取り組んでまいりました。 

また、「医薬部外品キャンディ」については、テスト販売を行いましたが、評価を得るに至らず、来期に再挑戦すること

といたしました。 

②健康菓子分野 

野菜、果物の素材を生かした菓子類のテスト販売を行い、一定の評価は得られたものの、事業としての確認が得られない

ため、一時中断することといたしました。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

 当事業年度末（平成17年10月31日）現在において、当社が判断したものであります。 

(1）財政状態の分析 

（流動資産） 

 当事業年度末における流動資産の残高は2,571百万円（前事業年度末3,553百万円）となり982百万円減少いたしました。現金

及び預金の減少（1,653百万円から733百万円へ920百万円減）は、投資有価証券の取得及び有形固定資産の取得が主な要因であ

ります。 

  

（固定資産） 

 当事業年度末における固定資産の残高は3,412百万円（前事業年度末2,024百万円）となり1,388百万円増加いたしました。投

資有価証券の増加（７百万円から521百万円へ513百万円増）、建物の増加（440百万円から750百万円へ309百万円増）、土地の

増加（375百万円から705百万円へ330百万円増）が主な要因であります。 

  

（流動負債） 

 当事業年度末における流動負債の残高は、2,156百万円（前事業年度末2,376百万円）となり220百万円減少いたしました。未

払法人税等の減少（422百万円から237百万円へ184百万円減）が主な要因であります。 

  

（固定負債） 

 当事業年度末における固定負債の残高は197百万円（前事業年度末172百万円）となり25百万円増加いたしました。退職給付引

当金の増加（110百万円から132百万円へ21百万円増）が主な要因であります。 

  

（資本） 

 当事業年度末における資本の残高は3,629百万円（前事業年度末3,029百万円）となり600百万円増加いたしました。前期決算

の利益処分による配当100百万円及び中間配当74百万円に対し当期純利益779百万円が主な要因であります。 

  

(2）キャッシュ・フローの分析 

 当事業年度における現金及び現金同等物の減少額（1,653百万円から733百万円へ920百万円減）は、営業活動で得られた資金

1,196百万円に対し、投資活動で1,941百万円の支出、財務活動において174百万円支出した結果であります。 

 営業活動によるキャッシュ・フローの収入は、税引前当期純利益の増加（1,174百万円から1,335百万円へ160百万円増）、売

上債権の減少58百万円（前事業年度は売上債権の増加313百万円）、未払金の増加（125百万円から234百万円へ109百万円増）

があったものの、法人税等の支払増加（565百万円から738百万円へ173百万円増）で相殺され、前事業年度に比べ98百万円増加

しました。 

 投資活動によるキャッシュ・フローの支出は、有形固定資産の取得による支出の増加（698百万円から1,409百万円へ711百万

円増）、投資有価証券の取得による支出の増加（499百万円増）により前事業年度に比べ1,236百万円増加しました。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金の返済による支出の減少（1,119百万円減）、株式の発行による収入の減

少（1,699百万円減）、配当金の支出の増加（40百万円から174百万円へ134百万円増）により前事業年度に比べ705百万円減少

しました。 

  



(3）経営成績の分析 

 当事業年度における売上高は「キシリクリスタル・ミントのど飴」を中心にキシリクリスタルシリーズの好調から6,482百万

円（前年同期比6.6％増）となりました。 

・売上原価は売上の増加に伴い前事業年度の3,161百万円から144百万円増加し3,305百万円となりました。売上原価率は増産効

果により1.0ポイント低下して51.0％となりました。 

・販売費及び一般管理費は前事業年度の1,624百万円から176百万円増加し1,801百万円となりました。新製品を開発するための

研究開発費は７百万円増加いたしました。 

この結果、営業利益は前事業年度に対し77百万円増の1,375百万円となりました。 

・営業外損益は前事業年度の59百万円の損失（純額）から12百万円の損失（純額）となりました。 

この結果、経常利益は前事業年度に対し124百万円増の1,363百万円となりました。 

・特別損益は前事業年度の63百万円の損失（純額）から27百万円の損失（純額）となりました。 

相生第二工場増設工事等による固定資産除却損35百万円の損失が発生いたしました。 

この結果、税引前当期純利益は前事業年度に対し160百万円増の1,335百万円となりました。 

・法人税等（法人税等調整額を含む）は前事業年度の555百万円から０百万円増加の556百万円となりました。 

この結果、当期純利益は前事業年度に対し159百万円増の779百万円となりました。 

  

  



第３【設備の状況】 

  

１【設備投資等の概要】 

 当事業年度では、販売需要の増加に対する生産能力増強、新製品製造のための設備及び物流センター借地購入並びに整備工事

などにより1,257百万円の設備投資を実施いたしました。主な投資として相生第二工場の増築191百万円、新製品の粉がけ糖衣の

設備289百万円、相生第二工場包装計量設備108百万円、物流センター関係投資369百万円の設備投資を実施いたしました。なお、

当事業年度に重要な影響を及ぼす設備の除却、売却等はありません。 

  

２【主要な設備の状況】 

 当社は、現在兵庫県姫路市に本社を置き、兵庫県相生市に工場を置いて運営しており、主要な設備は、以下のとおりでありま

す。また、平成17年10月31日現在における各事業所の設備、投下資本並びに従業員の配置状況は、次のとおりであります。 

 （注）１．帳簿価額のうち「その他」は、構築物及び工具器具備品であり、建設仮勘定は含んでおりません。 

２．本社、相生工場、相生第二工場、物流センターのいずれも福利厚生施設が含まれております。 

３．従業員数の（  ）は、臨時従業員数を外書しております。 

４．リース契約による主な賃借設備は、次のとおりであります。 

  

事業所名 
（所在地） 

事業の部門別
の名称 

設備の内容 

帳簿価額（千円）
従業
員数 
（人） 建物

機械及び
装置 

土地
（面積㎡） 

その他 合計 

本社 
(兵庫県姫路市) 

管理本部 
研究開発 

事務所 
研究室 

75,378 20,500
84,151

(2,313.46)
22,525 202,556 23( 9)

相生工場 
(兵庫県相生市) 

生産技術 工場 182,440 316,051
132,187
(5,049.62)

8,291 639,971 35(68)

相生第二工場 
(兵庫県相生市) 

生産技術 工場 441,956 720,056
159,418

(13,000.08)
40,039 1,361,471 17(55)

物流センター 
(兵庫県たつの市) 

営業本部 倉庫 50,657 －
330,087
(6,701.24)

3,548 384,292 4( 6)

  名称 数量 リース期間
リース契約残高 
（千円） 

  脱酸素装置 ２台 ６年 5,475 

  生産・販売管理システム １式 ５年 84,820 

  会計情報システム １式 ５年 4,879 

  プロジェクト管理システム １式 ５年 11,914 



３【設備の新設、除却等の計画】 

 当社の設備投資については、①新製品製造のために必要な設備、②省力化設備、③機械化設備等について中期経営計画に基づ

き決定しております。 

 平成17年10月31日現在における重要な設備の新設計画は、下記のとおりであります。 

  

重要な設備の新設 

 （注）金額には消費税等は含まれておりません。 

  

事業所名 所在地 
事業の部門
別の名称 

設備の内容 

投資予定金額
資金調達方
法 

着手及び完了予定 
完成後の
増加能力 総額

（千円） 
既支払額
（千円） 

着手 完了 

相生第二工場 兵庫県相生市 生産技術部 
キシリ製造
設備 

1,220,000 168,808
自己資金
増資資金 

平成17.4 平成18.3 100t/月

相生第三工場 兵庫県相生市 生産技術部 
医薬部外品
製造設備 

400,000 －
自己資金
増資資金 

平成19.5 平成19.12 － 



第４【提出会社の状況】 

  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１．第三者割当 9,600,000株 

発行価格      50円 

資本組入額     50円 

割当先：株式会社 林原 

太陽殖産株式会社 

２．株式併合（４：１）による無償減資 

３．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集） 

発行株数  1,000,000株 

発行価格    1,850円 

資本組入額    680円 

払込金総額 1,720,500千円 

  

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 16,000,000 

計 16,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数（株） 
（平成17年10月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成18年１月26日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 5,000,000 5,000,000
株式会社大阪証券取引所 
ニッポン・ニュー・マー
ケット－「ヘラクレス」 

－ 

計 5,000,000 5,000,000 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成13年６月28日 
（注）１ 

9,600,000 16,000,000 480,000 800,000 － －

平成13年９月４日 
（注）２ 

△12,000,000 4,000,000 △600,000 200,000 － －

平成16年９月29日 
（注）３ 

1,000,000 5,000,000 680,000 880,000 1,040,500 1,040,500



(4）【所有者別状況】 

（注）自己株式129株は、「個人その他」に１単元及び「単元未満株式の状況」に29株を含めて記載しております。 

  

(5）【大株主の状況】 

  

        平成17年10月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満株
式の状況 
（株） 政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の法
人 

外国法人等
個人その他 計 

個人以外 個人

株主数（人） － 11 6 28 20 － 4,039 4,104 － 

所有株式数
（単元） － 4,207 109 22,164 13,078 － 10,439 49,997 300 

所有株式数の
割合（％） － 8.41 0.22 44.33 26.16 － 20.88 100 － 

   平成17年10月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

太陽殖産株式会社 岡山県岡山市下石井一丁目２－３ 1,400 28.00 

株式会社 林原 岡山県岡山市下石井一丁目２－３ 803 16.06 

ザ チェース マンハッタン バ
ンク エヌエイ ロンドン エス 
エル オムニバス アカウント 
（常任代理人 株式会社みずほコ
ーポレート銀行 兜町証券決済業
務室） 

WOOLGATE HOUSE,COLEMAN STREET LONDON 
EC2P 2HD,ENGLAND 
  
（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 
  
  

417 8.34 

バンク オブ ニューヨーク ジ
ーシーエム クライアント アカ
ウンツ イー アイエスジー 
（常任代理人 株式会社東京三菱
銀行カストディ業務部） 

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET 
LONDON EC4A 2BB,UNITED KINGDOM 
  
（東京都千代田区丸の内二丁目７－１） 
  

360 7.21 

日本トラスティ・サービス信託銀
行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海一丁目８－１１
  

147 2.94 

ドレスナー・クラインオート・ワ
ッサースタイン証券会社東京支店 

東京都港区六本木一丁目６－１ 泉ガーデ
ンタワー 

100 2.00 

ザ チェース マンハッタン バ
ンク エヌ エイ ロンドン 
（常任代理人 株式会社みずほコ
ーポレート銀行 兜町証券決済業
務室） 

WOOLGATE HOUSE,COLEMAN STREET LONDON 
EC2P 2HD,ENGLAND 
（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 
  
  

92 1.84 

ビービーエイチ ボストン フォ
ー ノムラ ジャパン スモーラ
ー キャピタライゼイション フ
ァンド 
（常任代理人 香港上海銀行東京
支店カストディ業務部） 

180 MAIDEN LANE,NEW YORK,NEW YORK 
10038 
  
  
（東京都中央区日本橋三丁目１１－１） 
  

79 1.59 

ジェーピーエムシービー ユーエ
スエー レジデンツ ペンション 
ジャスデック レンド ３８５０
５１ 
（常任代理人 株式会社みずほコ
ーポレート銀行 兜町証券決済業
務室） 

270 PARK AVENUE,NEW YORK,NY 
10017,U.S.A. 
  
  
（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 
  
  

73 1.46 

日本マスタートラスト信託銀行株
式会社（信託口） 

東京都港区浜松町二丁目１１－３
  

72 1.44 

計 － 3,546 70.89 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

  

(7）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  

  

    平成17年10月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
普通株式

100 
－ － 

完全議決権株式（その他） 
普通株式

4,999,600 
49,996 － 

単元未満株式 
普通株式

300 
－ － 

発行済株式総数 5,000,000 － － 

総株主の議決権 － 49,996 － 

    平成17年10月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

三星食品株式会社 
兵庫県姫路市福沢
町１１５番地 

100 － 100 0.00 

計 － 100 － 100 0.00 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

 該当事項はありません。 

 （注）「当社は、商法第221条ノ３第１項第２号の規定により、取締役会の決議をもって自己株式を買受けることができ

る。」旨を定款に定めております。 

  

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

 該当事項はありません。 

  



３【配当政策】 

 当社は、利益配分につき、将来の事業展開と経営体質強化のために必要な内部留保は確保しつつ、一定の配当を継続していく

ことを重要な経営使命として認識しております。 

 以上の方針に基づき、当期末の利益配当金は中間配当金と合算し、10円増配、１株につき年30円、配当性向は19.8％となりま

した。 

 なお、第63期の中間配当についての取締役会決議は平成17年６月15日に行っております。 

  

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、株式会社大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケット－「ヘラクレス」におけるものであります。 

 なお、平成16年９月29日付をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については該当事項はありま

せん。 

  

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、株式会社大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケット－「ヘラクレス」におけるものであります。 

  

  

回次 第59期 第60期 第61期 第62期 第63期 

決算年月 平成13年10月 平成14年10月 平成15年10月 平成16年10月 平成17年10月 

最高（円） － － － 1,876 3,060 

最低（円） － － － 1,480 1,430 

月別 平成17年５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 

最高（円） 2,755 3,060 3,000 2,825 2,880 2,600 

最低（円） 2,330 2,450 2,800 2,600 2,520 2,420 



５【役員の状況】 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

取締役社長 
(代表取締役) 

  湯本 二郎 昭和10年12月24日生

昭和33年４月 倉敷レイヨン株式会社 

（現株式会社クラレ）入社 

平成元年10月 東亜工業株式会社代表取締役 

平成８年１月 当社代表取締役社長（現任） 

30

専務取締役 
研究開発部門担
当 

神村 隆之 昭和28年２月20日生

昭和50年４月 日立家電株式会社入社 

昭和58年３月 当社取締役生産部長 

昭和63年６月 当社専務取締役 

平成４年11月 当社代表取締役 

平成８年１月 当社専務取締役 

平成11年８月 当社専務取締役研究開発部門担当

（現任） 

20

常務取締役 
生産技術部門担
当 

小原 直文 昭和21年12月８日生

昭和45年６月 東洋化成株式会社入社 

平成４年２月 当社入社 

平成13年８月 当社企画室長 

平成14年１月 当社取締役企画室長 

平成15年10月 当社取締役企画部長 

平成16年11月 当社取締役生産技術部門担当兼企

画部長 

平成17年１月 当社常務取締役生産技術部門担当

兼企画部長 

平成17年５月 当社常務取締役生産技術部門担当

（現任） 

5

取締役 管理本部長 森田 哲雄 昭和24年１月25日生

昭和42年４月 株式会社中国銀行入行 

平成３年７月 当社入社 

平成８年１月 当社管理部長 

平成13年１月 当社取締役管理部長 

平成15年10月 当社取締役管理本部長（現任） 

10

取締役 営業本部長 清水 雅章 昭和23年11月13日生

昭和46年４月 橘高株式会社入社 

平成６年８月 当社入社 

平成13年８月 当社営業管理部長 

平成14年１月 当社取締役営業本部長（現任） 

5

取締役 事業開発部長 本近 浩一 昭和31年12月９日生

昭和54年４月 カバヤ食品株式会社入社 

昭和61年８月 当社入社 

平成11年８月 当社営業本部長 

平成14年１月 当社取締役新規事業部長 

平成14年５月 当社取締役新規事業推進部長 

平成15年10月 当社取締役事業開発部長 

（現任） 

5

取締役 
品質保証管理部
長兼基礎研究所
長 

浜田 敏裕 昭和24年３月24日生

昭和48年４月 株式会社クラレ入社 

平成16年９月 当社入社 

平成16年９月 品質保証管理部長 

平成17年５月 品質保証管理部長兼基礎研究所長 

平成18年１月 取締役品質保証管理部長兼基礎研

究所長（現任） 

－

監査役 
(常勤) 

  岡山 正憲 昭和21年12月21日生

昭和44年４月 カバヤ食品株式会社入社 

昭和61年１月 当社入社 

平成５年１月 当社取締役 

平成11年１月 当社監査役（現任） 

－



 （注）監査役有田尚徳氏、山口光彦氏及び岩本洋子氏の３名はいずれも「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」第

18条第１項に定める社外監査役であります。 

  

６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1）コーポレート・カバナンスに関する基本的な考え方 

 当社は、以下の「経営指針」及び「行動規範」を定め、経営戦略の作成や意思決定の拠りどころと位置づけております。特

に「行動規範」については、社内徹底を図るため、各職場に掲示し、啓蒙を続けております。 

＜経営指針＞ 

１．独自の技術力を養い、これを発揮し、常に“安全・安心”な製品、トップレベルの品質をお届けします。 

２．全てのお客さまに、より一層質の高いサービスを提供し、お客さまの共感を得、信頼される会社になります。 

３．法令やルールを守り、社会正義を旨とし、社会に役立ち、なくてはならない食品会社を目指します。 

４．経営情報等を積極的かつ適切に開示し、企業経営の透明性を確立して、広く、正しく社会の共感を得るよう努めます。 

＜行動規範＞ 

１．信頼確保 

食品会社としての社会的責任を十分に認識し、健全かつ清潔な企業姿勢を通じて、より一層の信頼獲得に努めます。 

２．社会貢献 

より質の高い製品、サービスを通じ、お客さまの“健康増進”と“心の癒し”に貢献します。 

３．法令遵守 

あらゆる法令、ルールを遵守すると共に社会的規範や倫理に従い、誠実かつ謙虚に業務を遂行します。 

４．“安全・安心” 

“食の安全・安心”を堅持するため、『テイカロ宣言』及び『安全・安心の業務基準』を厳守します。 

  

 当社は、元々、「会社は公器」であるとの認識に基づく経営活動を実践いたしております。同時に「食」に関連する企業で

あるため、「食の安全、安心」に関する問題は、経営の重要な課題と考え、平成15年10月に品質保証管理部を新たに設置いた

しました。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

監査役   有田 尚徳 昭和17年２月15日生

昭和40年４月 株式会社神戸銀行 

（現株式会社三井住友銀行）入行 

昭和50年３月 弁護士登録 

平成14年１月 当社監査役（現任） 

－

監査役   山口 光彦 昭和15年８月13日生

平成12年６月 川澄化学工業株式会社常勤監査

役 

平成16年６月 退任 

平成17年１月 当社監査役（現任） 

－

監査役   岩本 洋子 昭和27年10月18日生
昭和54年４月 弁護士登録 

平成17年１月 当社監査役（現任） 
－

        計 76



(2）会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 

＜会社の機関の内容＞ 

 当社は毎月第２水曜日に定例取締役会を開催し、経営に関する重要事項の決定を行うとともに、業務執行の状況を監督し

ております。なお、業務執行の強化及び経営効率の向上を図るため、専務取締役を研究開発部門担当として委嘱し、常務取

締役を生産技術部門担当として委嘱し、他の取締役を、営業本部、品質保証管理部、事業開発部、管理本部の部門長として

委嘱しており、それぞれの成果が表れております。 

 また、取締役ミーティングを原則として毎月第４水曜日に実施し、取締役会の決議事項等について事前審議を行っており

ます。 

 監査役会は、現在４名（うち社外監査役３名）であり、監査役会により定めた監査の方針、業務の分担等に従い、取締役

会への出席や業務、財産の状況の調査等を通じ、取締役の職務遂行の監査を行い、監査結果を協議いたしております。 

  

＜内部監査及び監査役監査の状況＞ 

 社長直轄の独立した業務監査機関である内部監査室に１名配置し、監査役と連携のもと年度監査計画に基づき、定期的に

各部門の業務遂行状況について監査を行っており、当社の各部門が法令の遵守やリスクの予防に努め、その状況を定期的に

検証する等、コンプライアンスやリスク管理について体系的に取り組む仕組みを整備しております。 

 また、社内の法的問題の早期把握を行い、弁護士や司法書士、会計士等の専門家からの助言を受けつつ業務運営の適法性

の確保に努めております。 

  

＜会計監査の状況＞ 

 当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、梶浦和人、川合弘泰であり、監査法人トーマツに所属しております。会計

監査業務に係る補助者は、公認会計士２名、会計士補４名であります。 

（注）継続監査年数については、７年を超えていないため、記載を省略しております。 

  

＜役員報酬等の内容＞ 

 当社の取締役及び監査役に対する報酬は以下のとおりであります。 

 （注）１．上記の支給額には、使用人兼務取締役の使用人給与相当額33,988千円（賞与を含む）は、含まれておりませ

ん。 

２．株主総会の決議による役員報酬限度額 

取締役 年額200,000千円 （平成15年１月29日定時株主総会 商法第269条第１項の規定に基づく報酬） 

監査役 年額 50,000千円 （平成17年１月27日定時株主総会 商法第279条の規定に基づく報酬） 

  

＜監査報酬等の内容＞ 

 公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項の業務に係る報酬は、13,000千円であります。 

  

区分 

取締役 監査役 計 

支給人員 
（名） 

支給額
（千円） 

支給人員
（名） 

支給額
（千円） 

支給人員 
（名） 

支給額
（千円） 

定款または株主総会決議に
基づく報酬 

６ 71,581 ４ 20,150 10 91,731

利益処分による役員賞与 ６ 13,500 ２ 1,500 ８ 15,000

株主総会決議に基づく退職
慰労金 

１ 8,090 － － １ 8,090

計 － 93,171 － 21,650 － 114,821



(3）会社と会社の社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係 

 当社には、現在、社外取締役はなく、社外監査役は、当社及び当社の取締役・監査役とは一切の人的関係、資本関係または

取引関係その他の利害関係はありません。 

  

(4）コーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近の１年間における実施状況 

 今期において、取締役会は、定例取締役会については13回、臨時取締役会を３回、その他取締役ミーティングを開催してお

り、経営の基本方針その他の重要事項を決定いたしました。 

 また、監査役会を４回開催しており、監査の方針、業務の分担、監査結果等について協議いたしました。 

 なお、会計監査につきましては、監査法人トーマツとの間で監査契約を締結し、公正不偏の立場からの監査が実施されてお

ります。 

  

(5）リスク管理体制の整備状況 

 「事業等のリスク」に記載のとおり、当社の事業は様々なリスクを伴っております。これらのリスクに対しては、その低減

および未然防止のため社内各部門が分担して適切なリスク管理に努めております。 

  



第５【経理の状況】 

  

１．財務諸表の作成方法について 

 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表等規

則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前事業年度（平成15年11月１日から平成16年10月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に

関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし書きにより、改正前の財務

諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第62期（平成15年11月１日から平成16年10月31日まで）及び第63期（平成16

年11月１日から平成17年10月31日まで）の財務諸表について、監査法人トーマツにより監査を受けております。 

  

３．連結財務諸表について 

 当社は、子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。 

  

  



【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
第62期

（平成16年10月31日） 
第63期 

（平成17年10月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金   1,653,210 733,087 

２．受取手形 ※２  47,171 38,266 

３．売掛金   1,488,347 1,439,638 

４．有価証券   － 49,990 

５．製品   64,935 30,012 

６．原材料   44,329 37,008 

７．仕掛品   10,354 23,276 

８．前払費用   7,305 5,485 

９．繰延税金資産   233,587 210,461 

10．その他   5,162 5,085 

貸倒引当金   △431 △444 

流動資産合計   3,553,973 63.7 2,571,868 43.0

Ⅱ 固定資産    

(1）有形固定資産    

１．建物  882,179 1,239,304  

減価償却累計額  441,197 440,981 488,871 750,432 

２．構築物  54,854 85,809  

減価償却累計額  26,422 28,431 34,197 51,611 

３．機械及び装置  2,007,301 2,402,599  

減価償却累計額  1,094,833 912,467 1,345,990 1,056,608 

４．工具器具備品  47,066 60,338  

減価償却累計額  28,019 19,047 36,421 23,917 

５．土地   375,757 705,844 

６．建設仮勘定   108,215 180,928 

有形固定資産合計   1,884,901 33.8 2,769,343 46.3

(2）無形固定資産    

１．ソフトウェア   1,295 2,985 

２．電話加入権   1,764 1,764 

３．施設利用権   444 1,593 

無形固定資産合計   3,503 0.1 6,343 0.1



  

   
第62期

（平成16年10月31日） 
第63期 

（平成17年10月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

(3）投資その他の資産    

１．投資有価証券   7,622 521,376  

２．破産債権、更生債権
その他これらに準ず
る債権 

  1,023 525 

３．長期前払費用   1,512 4,625 

４．繰延税金資産   97,044 101,125 

５．保証金   29,316 9,383 

６．会員権   10,500 10,500 

７．その他   10 10 

貸倒引当金   △10,923 △10,625 

投資その他の資産合計   136,105 2.4 636,921 10.6

固定資産合計   2,024,510 36.3 3,412,607 57.0

資産合計   5,578,484 100.0 5,984,476 100.0

     

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．支払手形 ※２  79,544 77,119 

２．買掛金   708,774 655,811 

３．未払金   634,043 717,355 

４．未払消費税等   73,208 5,528 

５．未払費用   144,124 134,687 

６．未払法人税等   422,371 237,721 

７．売上割戻引当金   207,606 210,236 

８．賞与引当金   101,802 113,043 

９．その他   5,374 5,124 

流動負債合計   2,376,850 42.6 2,156,628 36.0



  

  

   
第62期

（平成16年10月31日） 
第63期 

（平成17年10月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

Ⅱ 固定負債    

１．退職給付引当金   110,702 132,376 

２．役員退職慰労引当金   61,691 65,587 

固定負債合計   172,393 3.1 197,963 3.3

負債合計   2,549,243 45.7 2,354,592 39.3

     

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※１  880,000 15.8 880,000 14.7

Ⅱ 資本剰余金    

１．資本準備金  1,040,500 1,040,500  

資本剰余金合計   1,040,500 18.6 1,040,500 17.4

Ⅲ 利益剰余金    

１．利益準備金  10,000 10,000  

２．任意積立金    

(1）別途積立金  350,000 800,000  

３．当期未処分利益  748,134 887,277  

利益剰余金合計   1,108,134 19.9 1,697,277 28.4

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

  605 0.0 12,371 0.2

自己株式 ※４  － － △265 △0.0

資本合計   3,029,240 54.3 3,629,884 60.7

負債資本合計   5,578,484 100.0 5,984,476 100.0

     



②【損益計算書】 

  

   
第62期

（自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日） 

第63期 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高   6,083,710 100.0 6,482,640 100.0

Ⅱ 売上原価    

１．期首製品たな卸高  102,565 64,935  

２．当期製品製造原価  3,099,906 3,257,947  

３．当期製品仕入高  30,755 24,579  

合計  3,233,228 3,347,462  

４．他勘定振替高 ※１ 6,937 11,697  

５．期末製品たな卸高  64,935 3,161,355 52.0 30,012 3,305,751 51.0

売上総利益   2,922,354 48.0 3,176,888 49.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費    

１．役員報酬  85,850 91,731  

２．給与手当  232,020 250,792  

３．賞与  42,519 53,556  

４．賞与引当金繰入額  55,223 56,249  

５．退職給付費用  10,628 15,235  

６．役員退職慰労引当金繰
入額 

 9,690 11,986  

７．福利厚生費  52,558 67,719  

８．運賃  249,207 271,397  

９．広告宣伝費  246,247 279,403  

10．販売促進費  94,021 132,028  

11．旅費交通費  24,182 24,419  

12．支払手数料  20,844 17,491  

13．研究開発費 ※２ 252,924 260,530  

14．減価償却費  13,570 19,107  

15．賃借料  74,918 67,840  

16．その他  159,960 1,624,366 26.7 181,515 1,801,004 27.8

営業利益   1,297,988 21.3 1,375,883 21.2



  

   
第62期

（自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日） 

第63期 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅳ 営業外収益    

１．受取利息  0 0  

２．有価証券利息  － 15  

３．受取配当金  95 18,413  

４．受取手数料  1,534 －  

５．その他  428 2,058 0.1 1,461 19,890 0.3

Ⅴ 営業外費用    

１．支払利息  16,553 －  

２．売上割引  18,335 18,849  

３．新株発行費  20,720 －  

４．コミットメントフィー  － 12,749  

５．その他  5,928 61,537 1.0 1,044 32,643 0.5

経常利益   1,238,509 20.4 1,363,130 21.0

Ⅵ 特別利益    

１．貸倒引当金戻入益  293 485  

２．固定資産売却益 ※３ 1,092 447  

３．償却敷金回収益  － 1,385 0.0 6,900 7,832 0.1

Ⅶ 特別損失    

１．固定資産除却損 ※４ 54,344 35,506  

２．会員権評価損 ※５ 150 200  

３．台風災害による損失  5,800 －  

４．リース解約による違約
金 

 5,053 65,347 1.1 － 35,706 0.5

税引前当期純利益   1,174,547 19.3 1,335,257 20.6

法人税、住民税及び事
業税 

 640,513 545,114  

法人税等調整額  △85,289 555,223 9.1 11,001 556,116 8.6

当期純利益   619,323 10.2 779,141 12.0

前期繰越利益   128,810 183,134 

中間配当額   － 74,998 

当期未処分利益   748,134 887,277  

     



製造原価明細書 

  

  

 （注）※１．労務費には次の項目が含まれております。 

  

※２．主な内訳は次のとおりであります。 

  

  

   
第62期

（自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日） 

第63期 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費  1,962,254 63.3 1,997,149 61.1

Ⅱ 労務費 ※１ 529,745 17.1 593,334 18.1

Ⅲ 経費 ※２ 606,560 19.6 680,384 20.8

当期総製造費用  3,098,560 100.0 3,270,868 100.0

期首仕掛品たな卸高  11,700 10,354 

合計  3,110,261 3,281,223 

期末仕掛品たな卸高  10,354 23,276 

当期製品製造原価  3,099,906 3,257,947 

    

    原価計算の方法 

 原価計算の方法は、製品別総合

原価計算であり、期中は予定原価

を用い、原価差額は期末におい

て、製品、仕掛品、売上原価等に

配賦しております。 

原価計算の方法 

同左 

  項目 第62期 第63期 

  賞与引当金繰入額（千円） 37,384 42,934 

  退職給付費用（千円） 7,033 9,740 

  項目 第62期 第63期 

  減価償却費（千円） 289,444 315,986 

  電力費（千円） 53,421 58,685 

  修繕費（千円） 71,355 78,029 



③【キャッシュ・フロー計算書】 

  

    
第62期

（自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日） 

第63期 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益   1,174,547 1,335,257 

減価償却費   306,868 345,770 

長期前払費用償却額   1,836 1,394 

貸倒引当金の増減額（減少：△）   △143 △285 

売上割戻引当金の増減額(減少：△)   53,548 2,630 

賞与引当金の増減額(減少：△)   16,754 11,241 

退職給付引当金の増減額（減少：△）   10,630 21,674 

役員退職慰労引当金の増減額
(減少：△) 

  9,690 3,896 

受取利息及び受取配当金   △95 △18,413 

支払利息   16,553 － 

新株発行費   20,720 － 

固定資産売却益   △1,092 △447 

償却敷金回収益   － △6,900 

有形固定資産除却損   54,344 35,506 

売上債権の増減額(増加:△)   △313,509 58,113 

たな卸資産の増減額（増加：△）   47,408 29,322 

その他流動資産の増減額（増加：△）   △4,651 1,897 

仕入債務の増減額(減少:△)   73,162 △46,175 

未払金の増減額(減少：△)   125,387 234,960 

未払費用の増減額(減少:△)   31,712 △9,437 

その他負債の増減額（減少：△）   65,093 △67,930 

役員賞与の支払額   △10,000 △15,000 

小計   1,678,766 1,917,073 

利息及び配当金の受取額   95 18,413 

利息の支払額   △15,122 － 

法人税等の支払額   △565,277 △738,976 

営業活動によるキャッシュ・フロー   1,098,462 1,196,511 



  

  

    
第62期

（自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日） 

第63期 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

有価証券の取得による支出   － △49,990 

有形固定資産の取得による支出   △698,008 △1,409,634 

有形固定資産の売却による収入   2,020 447 

無形固定資産の取得による支出   △1,402 △3,380 

投資有価証券の取得による支出   △630 △500,370 

その他   △7,049 21,185 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △705,070 △1,941,744 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入金の返済による支出   △1,119,428 － 

株式の発行による収入   1,699,779 － 

配当金の支払額   △40,000 △174,623 

自己株式の取得による支出   － △265 

その他   △9,358 － 

財務活動によるキャッシュ・フロー   530,993 △174,889 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   － － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 
（減少：△） 

  924,386 △920,122 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   728,824 1,653,210 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高   1,653,210 733,087 

    



④【利益処分計算書】 

  

  

  次へ 

   
第62期

株主総会承認日 
（平成17年１月27日） 

第63期 
株主総会承認日 

（平成18年１月26日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益  748,134 887,277 

Ⅱ 利益処分額  

１．配当金  100,000 74,998

２．役員賞与金  15,000 20,000

（うち監査役賞与金）  （1,500） （3,000）

３．任意積立金  

別途積立金  450,000 565,000 550,000 644,998 

Ⅲ 次期繰越利益  183,134 242,279 

   



重要な会計方針 

項目 
第62期

（自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日） 

第63期 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

その他有価証券 その他有価証券 

時価のあるもの 時価のあるもの 

   期末決算日の市場価格等に基づく時

価法を採用しております。 

 （評価差額は、全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定） 

同左 

  時価のないもの 時価のないもの 

   移動平均法による原価法を採用して

おります。 

 移動平均法による原価法または償却

原価法を採用しております。 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

製品、仕掛品及び原材料 製品、仕掛品及び原材料 

 総平均法による原価法を採用しており

ます。 

同左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（建物附属設備を除く）に

ついては、定額法を採用しておりま

す。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

建    物  14年～38年 

機械及び装置  ９年 

同左 

  (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

   定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づいております。 

同左 



  

項目 
第62期

（自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日） 

第63期 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

４．繰延資産の処理方法 新株発行費 ―――――― 

  支出時に全額費用として処理しており

ます。 

平成16年９月29日付一般募集による新

株式の発行は、引受証券会社が引受価額

で引受を行い、これを引受価額と異なる

発行価格で一般投資家に販売する買取引

受契約（「新方式」という）によってお

ります。新方式では、発行価格と引受価

額との差額は、引受証券会社に対する事

実上の引受手数料となることから、当社

から引受証券会社への引受手数料の支払

はありません。 

平成16年９月29日付一般募集による新

株式の発行に際し、発行価格と引受価額

との差額総額は、129,500千円であり、

引受証券会社が発行価格で引受を行い、

同一の価額で一般投資家に販売する買取

引受契約(「従来方式」という)による新

株式発行であれば、新株発行費として処

理されていたものであります。 

このため、「新方式」では「従来方

式」に比べ、新株発行費は129,500千円

少なく計上され、また経常利益及び税引

前当期純利益は、同額多く計上されてお

ります。 

  

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

同左 

  (2）売上割戻引当金 (2）売上割戻引当金 

   販売した製品に対し将来発生する売

上割戻の支出に備えるため、期末売掛

金に対し、過去の割戻実績率を乗じた

額を計上しております。 

同左 

  (3）賞与引当金 (3）賞与引当金 

   従業員の賞与の支払に充てるため、

支給見込額に基づき、当期に負担すべ

き額を計上しております。 

同左 



  

項目 
第62期

（自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日） 

第63期 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

  (4）退職給付引当金 (4）退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上してお

ります。 

同左 

  (5）役員退職慰労引当金 (5）役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支払に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上

しております。 

同左 

６．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

７．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 手許現金及び随時引き出し可能な預金

からなっております。 

同左 

８．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

(1）消費税等の会計処理 (1）消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。 

同左 



会計処理の変更 

  

表示方法の変更 

  

追加情報 

  

  

  次へ 

第62期 
（自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日） 

第63期
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

―――――― 当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会

計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用し

ております。これによる損益に与える影響はありませ

ん。 

第62期 
（自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日） 

第63期
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

―――――― 受取手数料（当事業年度602千円）は、前事業年度に

おいて区分掲記しておりましたが、当事業年度におい

て営業外収益の100分の10以下となったため、営業外収

益の「その他」に含めて表示しております。 

第62期 
（自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日） 

第63期
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

仕入債務等の支払方法の変更 ―――――― 

従来、支払手形決済としていた主な取引先について、

当事業年度から期日現金決済（手形と同条件で手形期日

に現金決済する方式）に変更いたしました。 

この結果、従来の方法と比べ支払手形が598,842千

円、設備支払手形が46,723千円減少し、買掛金が

520,977千円、未払金が124,588千円増加しております。 

  



注記事項 

（貸借対照表関係） 

  

（損益計算書関係） 

  

第62期 
（平成16年10月31日） 

第63期
（平成17年10月31日） 

  
※１．授権株式数     普通株式 16,000,000株

発行済株式総数   普通株式 5,000,000株

※１．授権株式数     普通株式 16,000,000株

発行済株式総数   普通株式 5,000,000株

※２．期末日満期手形の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しております。なお、当期末日

が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手

形が期末残高に含まれております。 

※２．────── 

受取手形              13,189千円   

支払手形              13,603千円   

 ３．配当制限  ３．配当制限 

 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は605千円

であります。 

 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は12,371千

円であります。 

※４．────── ※４．自己株式 

 当社が保有する自己株式の数は普通株式129株で

あります。 

第62期 
（自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日） 

第63期
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

※１．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 ※１．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 
  

販売費への振替高 6,308千円

その他 629千円

計 6,937千円

販売費への振替高 10,582千円

その他 1,115千円

計 11,697千円

  
※２．研究開発費の総額 252,924千円 ※２．研究開発費の総額 260,530千円

※３．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 ※３．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 
  

機械及び装置 1,092千円 機械及び装置 447千円

※４．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※４．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 
  

建物 7,785千円

構築物 80千円

機械及び装置 9,768千円

工具器具備品 552千円

除却費用 36,156千円

計 54,344千円

建物 22,214千円

構築物 191千円

機械及び装置 5,484千円

工具器具備品 49千円

除却費用 7,565千円

計 35,506千円

※５．会員権評価損には、貸倒引当金繰入額150千円が

含まれております。 

※５．会員権評価損には、貸倒引当金繰入額200千円が

含まれております。 



（キャッシュ・フロー計算書関係） 
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第62期 
（自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日） 

第63期
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

（平成16年10月31日） （平成17年10月31日） 
  
現金及び預金勘定 1,653,210千円

現金及び現金同等物 1,653,210千円

現金及び預金勘定 733,087千円

現金及び現金同等物 733,087千円



（リース取引関係） 
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第62期 
（自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日） 

第63期
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 
  

  
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

機械及び装置 80,030 67,970 12,059

工具器具備品 21,682 19,352 2,329

ソフトウェア 127,097 21,815 105,281

合計 228,810 109,138 119,671
  

取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

機械及び装置 6,680 3,200 3,479 

ソフトウェア 137,597 44,708 92,888 

合計 144,277 47,909 96,368 

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 
  

１年内 37,003千円

１年超 87,429千円

合計 124,432千円

１年内 28,479千円

１年超 72,017千円

合計 100,496千円

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 
  
支払リース料 41,161千円

減価償却費相当額 38,371千円

支払利息相当額 3,752千円

支払リース料 40,914千円

減価償却費相当額 37,403千円

支払利息相当額 2,991千円

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

同左 

５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法は利息法によ

っております。 

同左 



（有価証券関係） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

３．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

  

  

  次へ 

  種類 

第62期
（平成16年10月31日） 

第63期 
（平成17年10月31日） 

取得原価 
（千円） 

貸借対照表
計上額 
（千円） 

差額
（千円） 

取得原価
（千円） 

貸借対照表
計上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

貸借対照表計上
額が取得原価を
超えるもの 

(1）株式 6,112 7,132 1,019 6,754 9,229 2,474

(2）債券 － － － － － －

(3）その他 － － － 493,302 511,656 18,353

小計 6,112 7,132 1,019 500,057 520,886 20,828

貸借対照表計上
額が取得原価を
超えないもの 

(1）株式 － － － － － －

(2）債券 － － － － － －

(3）その他 － － － － － －

小計 － － － － － －

合計 6,112 7,132 1,019 500,057 520,886 20,828

  

第62期
（平成16年10月31日） 

第63期 
（平成17年10月31日） 

貸借対照表計上額（千円） 貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

非上場債券 － 49,990 

非上場株式（店頭売買株式を除く） 490 490 

  
１年以内 
（千円） 

１年超５年以内
（千円） 

５年超10年以内
（千円） 

10年超 
（千円） 

１．債券  

(1)国債・地方債等 － － － －

(2)社債 － － － －

(3)その他 49,990 － － －

２．その他 － － － －

小計 49,990 － － －



（デリバティブ取引関係） 

第62期（自平成15年11月１日 至平成16年10月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

第63期（自平成16年11月１日 至平成17年10月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

  

  次へ 



（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度と適格退職年金制度を併用しております。 

  

２．退職給付債務及びその内訳 

  

３．退職給付費用の内訳 

  

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  

  
第62期

（平成16年10月31日） 
第63期 

（平成17年10月31日） 

(1）退職給付債務（千円） △135,862 △160,138 

(2）年金資産（千円） 25,159 27,761 

(3）退職給付引当金（千円） △110,702 △132,376 

  
第62期

（自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日） 

第63期 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

(1）勤務費用（千円） 20,240 25,041 

(2）退職給付費用（千円） 20,240 25,041 

  
第62期

（平成16年10月31日） 
第63期 

（平成17年10月31日） 

退職給付債務の計算方法 簡便法を採用しております。 同左 



（税効果会計関係） 

  

第62期 
（平成16年10月31日） 

第63期
（平成17年10月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

流動 流動 
  
（繰延税金資産） （千円)

たな卸資産 3,363 

未払金 9,097 

未払費用 58,514 

売上割戻引当金 84,288 

賞与引当金 41,331 

未払事業税 34,549 

その他 2,443 

合計 233,587 

  

（繰延税金資産） （千円)

未払費用 54,344 

売上割戻引当金 85,356 

賞与引当金 45,895 

未払事業税 16,865 

その他 7,999 

合計 210,461 

固定 固定 
  
（繰延税金資産）   

減価償却費 19,709 

退職給付引当金 39,204 

役員退職慰労引当金 25,046 

貸倒引当金 4,161 

その他 9,335 

合計 97,458 

（繰延税金負債）   

その他有価証券評価差額金 △413 

繰延税金資産の純額 97,044 

（繰延税金資産）   

減価償却費 17,356 

退職給付引当金 50,874 

役員退職慰労引当金 26,628 

その他 14,723 

合計 109,582 

    

（繰延税金負債）   

その他有価証券評価差額金 △8,456 

繰延税金資産の純額 101,125 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 
  
  （％)

法定実効税率 42.0 

（調整）   

留保所得金額に対する税額 4.7 

その他 0.6 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 47.3 

 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であ

るため注記を省略しております。 



（持分法損益等） 

第62期（自平成15年11月１日 至平成16年10月31日） 

 該当事項はありません。 

  

第63期（自平成16年11月１日 至平成17年10月31日） 

 該当事項はありません。 

  

  



【関連当事者との取引】 

第62期（自平成15年11月１日 至平成16年10月31日） 

役員及び個人主要株主等 

 （注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．不動産鑑定士による鑑定評価に基づいて賃借料及び売買価格を決定しております。 

  

第63期（自平成16年11月１日 至平成17年10月31日） 

 該当事項はありません。 

  

（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

  

  

属性 氏名 住所 
資本金又
は出資金 
（千円） 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

関係内容

取引の内容
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高
（千円） 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

役員 神村隆之 － －
当社専務取
締役 

(被所有)
直接 0.4％ 

－ －
土地の賃借 388 － －

土地の売買 79,421 － －

第62期 
（自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日） 

第63期
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

  

１株当たり純資産額 602.84円

１株当たり当期純利益金額 147.75円

１株当たり純資産額 722.00円

１株当たり当期純利益金額 151.83円

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

 同左 

  
第62期

（自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日） 

第63期 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

当期純利益（千円） 619,323 779,141 

普通株主に帰属しない金額（千円） 15,000 20,000 

（うち利益処分による役員賞与金） （15,000） （20,000） 

普通株式に係る当期純利益（千円） 604,323 759,141 

期中平均株式数（千株） 4,090 4,999 



⑤【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

【債券】 

  

【その他】 

  

  

投資有価証券 
その他
有価証
券 

銘柄 
株式数
（株） 

貸借対照表計上額 
（千円） 

その他（３銘柄） 8,907 9,719 

小計 8,907 9,719 

計 8,907 9,719 

有価証券 
満期保
有目的
の債券 

銘柄 
額面
（千円） 

貸借対照表計上額 
（千円） 

第795号 割引商工債券 50,000 49,990 

小計 50,000 49,990 

計 50,000 49,990 

投資有価証券 
その他
有価証
券 

銘柄 
投資口数等
（百万口） 

貸借対照表計上額 
（千円） 

（投資信託受益証券） 
証券投資信託受益証券（２銘柄） 

457 511,656 

小計 457 511,656 

計 457 511,656 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。 

  

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額
（千円） 

当期末残高
（千円） 

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額 
（千円） 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末
残高 
（千円） 

有形固定資産    

建物 882,179 385,203 28,079 1,239,304 488,871 53,538 750,432

構築物 54,854 31,251 296 85,809 34,197 7,880 51,611

機械及び装置 2,007,301 424,691 29,393 2,402,599 1,345,990 275,065 1,056,608

工具器具備品 47,066 13,665 393 60,338 36,421 8,745 23,917

土地 375,757 330,087 － 705,844 － － 705,844

建設仮勘定 108,215 1,200,758 1,128,045 180,928 － － 180,928

有形固定資産計 3,475,374 2,385,657 1,186,207 4,674,824 1,905,481 345,229 2,769,343

無形固定資産    

ソフトウェア 2,262 2,143 － 4,406 1,420 453 2,985

電話加入権 1,764 － － 1,764 － － 1,764

施設利用権 490 1,237 － 1,727 133 88 1,593

無形固定資産計 4,516 3,380 － 7,897 1,553 541 6,343

長期前払費用 10,754 4,610 8,833 6,532 1,906 1,394 4,625

繰延資産 － － － － － － －

建物     千円

  相生工場 第二工場増築 191,678 

    第二工場粉掛工程改造工事 118,291 

  物流センター 物流センター建物 38,994 

       

機械及び装置     千円

  相生工場及び相生第二工場 第二工場粉掛生産設備 171,297 

    包装工程生産設備 140,698 

    第二工場スティック生産設備 50,214 

       

土地     千円

  物流センター 物流センター用地（6701.24m2） 330,087 

       

建設仮勘定     千円

  物流センター 物流センター土地、建物 373,460 

  相生工場 第二工場増築及び粉掛改造工事 234,706 

    粉掛製造設備 126,740 

    キシリ生産設備 180,928 

       



【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

 該当事項はありません。 

  

【資本金等明細表】 

 （注）１．当期末における自己株式数は129株であります。 

    ２．当期増加額は、前期決算の利益処分によるものであります。 

  

【引当金明細表】 

 （注）貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権の貸倒実績率等による洗替額であります。 

  

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

資本金（千円） 880,000 － － 880,000

資本金のうち
既発行株式 

普通株式   (注)１ （株） (5,000,000) (   －) (   －) (5,000,000)

普通株式 （千円） 880,000 － － 880,000

計 （株） (5,000,000) (   －) (   －) (5,000,000)

計 （千円） 880,000 － － 880,000

資本準備金及
びその他資本
剰余金 

（資本準備金）    

株式払込剰余金 （千円） 1,040,500 － － 1,040,500

計 （千円） 1,040,500 － － 1,040,500

利益準備金及
び任意積立金 

（利益準備金） （千円） 10,000 － － 10,000

（任意積立金）(注)２ （千円） 350,000 450,000 － 800,000

計 （千円） 360,000 450,000 － 810,000

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額
（千円） 

当期減少額
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 11,354 644 ― 929 11,069

売上割戻引当金 207,606 210,236 207,606 ― 210,236

賞与引当金 101,802 113,043 101,802 ― 113,043

役員退職慰労引当金 61,691 11,986 8,090 ― 65,587



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

  

② 受取手形 

(イ）相手先別内訳 

  

(ロ）期日別内訳 

  

区分 金額（千円）

現金 399 

預金 

当座預金 726,369 

普通預金 6,240 

別段預金 77 

小計 732,688 

合計 733,087 

相手先 金額（千円）

丹平中田株式会社 16,232 

ピップトウキョウ株式会社 4,805 

オリヒロプランデュ株式会社 3,536 

セイカ食品株式会社 2,997 

株式会社鈴木商会 2,936 

その他 7,757 

合計 38,266 

期日別 金額（千円）

平成17年11月 19,501 

12月 8,633 

平成18年１月 8,954 

２月 1,177 

合計 38,266 



③ 売掛金 

(イ）相手先別内訳 

  

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 当期発生高は売上値引控除前の金額であり、消費税等が含まれております。 

  

④ 製品 

  

⑤ 原材料 

  

相手先 金額（千円）

株式会社高山 282,901 

株式会社サンエス 231,087 

株式会社山星屋 156,073 

株式会社ドルチェ 88,881 

株式会社種清 86,164 

その他 594,529 

合計 1,439,638 

前期繰越高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

次期繰越高
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D)
(C) 

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

1,488,347 8,749,610 8,798,320 1,439,638 85.9 61.1

品目 金額（千円）

自社製品 27,736 

ＯＥＭ製品 2,275 

合計 30,012 

品目 金額（千円）

主原料 5,617 

香 料 7,693 

包装材料 22,119 

その他 1,576 

合計 37,008 



⑥ 仕掛品 

  

⑦ 支払手形 

(イ）相手先別内訳 

  

(ロ）期日別内訳 

  

⑧ 買掛金 

  

品目 金額（千円）

自社製品 21,225 

ＯＥＭ製品 2,051 

合計 23,276 

相手先 金額（千円）

西濃運輸株式会社 33,349 

東亜化成株式会社 23,015 

光印刷株式会社 6,751 

伊勢田薬品株式会社 6,533 

株式会社西井 3,668 

その他 3,800 

合計 77,119 

期日別 金額（千円）

平成17年11月 29,842 

12月 30,905 

平成18年１月 11,897 

２月 4,473 

合計 77,119 

相手先 金額（千円）

大日本印刷株式会社 100,299 

三井製糖株式会社 80,747 

上野製薬株式会社 75,114 

今中株式会社 59,445 

第一特殊包装株式会社 45,587 

その他 294,616 

合計 655,811 



⑨ 未払金 

  

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

  

相手先 金額（千円）

佐久間製作所株式会社 145,558 

株式会社アサツーディ・ケイ 116,975 

クラレエンジニアリング株式会社 93,430 

ナラサキ産業株式会社 91,689 

神戸衡機株式会社 46,393 

その他 223,308 

合計 717,355 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

  

 （注）当社は、平成18年１月26日開催の定時株主総会において、電子公告制度を採用する定款一部変更を決議しました。ただし、

電子公告によることができない事故その他のやむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行います。なお、貸

借対照表及び損益計算書に係る情報は＜http://www.sanseishokuhin.co.jp＞において提供しております。 

決算期 10月31日 

定時株主総会 １月中 

基準日 10月31日 

株券の種類 100株券、1,000株券

中間配当基準日 ４月30日 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
住友信託銀行株式会社 証券代行部 

代理人 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
住友信託銀行株式会社 

取次所 住友信託銀行株式会社 全国各支店

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 印紙税相当額

単元未満株式の買取り  

取扱場所 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
住友信託銀行株式会社 証券代行部 

代理人 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
住友信託銀行株式会社 

取次所 住友信託銀行株式会社 全国各支店

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載新聞名 日本経済新聞 （注）

株主に対する特典 
毎年４月30日及び10月31日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は
記録された１単元株以上保有の株主に対して、年２回一律1,500円相当
の自社製品を贈呈 



第７【提出会社の参考情報】 

  

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は、親会社等はありません。 

  

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）臨時報告書 

 平成16年12月14日近畿財務局長に提出。 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号の規定に基づく臨時報告書（親会社の異動）であります。 

(2）臨時報告書の訂正報告書 

 平成16年12月15日近畿財務局長に提出。 

 平成16年12月14日提出の臨時報告書（親会社の異動）に係る訂正報告書であります。 

(3）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第62期）（自 平成15年11月１日 至 平成16年10月31日）平成17年１月27日近畿財務局長に提出。 

(4）有価証券報告書の訂正報告書 

 平成17年３月９日近畿財務局長に提出。 

 事業年度（第62期）（自 平成15年11月１日 至 平成16年10月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書でありま

す。 

(5）半期報告書 

 （第63期中）（自 平成16年11月１日 至 平成17年４月30日）平成17年７月11日近畿財務局長に提出。 

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

  

 該当事項はありません。 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

        

      平成17年１月27日 

三星食品株式会社       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
代表社員 

関与社員 
  公認会計士 鎌倉 寛保  印 

  
代表社員 

関与社員 
  公認会計士 梶浦 和人  印 

  関与社員   公認会計士 川合 弘泰  印 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている三

星食品株式会社の平成15年11月１日から平成16年10月31日までの第62期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、三星

食品株式会社の平成16年10月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （※） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書

提出会社）が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

        

      平成18年１月26日 

三星食品株式会社       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 梶浦 和人  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 川合 弘泰  印 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている三

星食品株式会社の平成16年11月１日から平成17年10月31日までの第63期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、三星

食品株式会社の平成17年10月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （※） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書

提出会社）が別途保管しております。 
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